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「社会復興」研究の提案

「復興」とは何か。近年の優れた研究成果をじっくり
と読み返す機会があった。

まずは、中川雄大「『帝都復興』における『復興』と『復
旧』の論理」（『年報社会学論集』37号、2024年）。関
東大震災後の政策論争を丁寧に分析し、後藤新平が地主
富裕層の主張する「復旧」（＝元通りにする）に抵抗し
つつ、新たな「復興」（＝以前より良くする）概念の提
唱に至ったことを明らかにした。後藤のいう「帝都復興」
は当時の首都・東京に不可欠な近代化を押し進めるレト
リックでもあり、その意味では、福田徳三の「人間復興」
も同列だった。後藤の「土木・建築物の飛躍的拡大」に
対する福田の「民生経済の活性化・拡大」という力点の違いはあれ、両者はともに、当
時の拡大成長する国家・社会の要請に応える革新的試みだった。

次に、渥見公秀「尊厳ある縮退によるコミュニティの再生と創生」（『災害と共生』4
巻1号、 2020年）が示唆に富む。後藤・福田の時代から百年、まるで様変わりした現
代日本の「限界集落」に腰をすえ、粘りづよい現地調査と自己省察をへて、「尊厳ある
縮退」を提案している。ポスト成長期に入って久しい現代日本は、（首都圏をのぞき）
人口・経済の拡大など夢物語。ましてや被災地の人口・経済は急激に衰退していく。だ
が、それでも住民たちは「復興バネ」を働かせ、創意工夫を重ねて地域を存続させよう
とする。「縮退」とはいえ、そこに「尊厳」（→私なら「美」）がある限り、地域は「再
び盛ん」になるのである。

ここでいう「再び盛ん」は「軸ずらし」された豊かさを意味し、もはや人口やGDP
といった「客観的」測定にはなじまない。この点、上村靖司「中越地震被災地における
復興のモノサシの模索」は、「復興」の判断を基本的に「主観的」なものとしながら、
住民同士の「ていねいな対話によるすり合わせ」を通した「主観の集合体としての客観」
（！）に期待する（『日本災害復興学会論文集』15号、2020年）。それは単なる個人
的主観（好き嫌いや損得感情）ではなく、個々人が他の住民たちの立場を想像して取り
込む「準客観的」判断（=美的判断）の「すりあわせ」と理解すべきだろう。ポスト成
長社会の「復興」は主観と客観の間にある感性的・美的な事象であり、私的でも公的で
もない共的（社会的）な事象なのである。

この意味の「復興」は自然災害の被災地に限らず、全国津々浦々で必要とされている。
過疎化やスラム化に対応する「社会復興」は時代の要請でもある。国家による経済的な
被災者支援は依然として大切だが、それ以上に、社会による地域復興を後押しする研究
が望まれる。新たな「社会復興」研究を提案するとともに、「災害復興」研究のより豊
かでしなやかな展開に期待したいと思う。
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本研究所の研究活動は、昨年度と同様に学術的意見交換を中心とする①「研究会」と調査研究活動を伴うものを②「共
同研究」として構成する。

①研究会は、「災害復興の歩み（地域復興コーディネートの記録）研究会」、「二地域居住研究会」を立ち上げた。前
年度より継続の「災害と復興の哲学研究会」を加え、3 つの研究会で活動を行う。

②共同研究は、指定研究と学内公募研究（A・B）の 2 区分があり、指定研究では「南海トラフ地震の被災者支援・
復興に関する調査研究」、「持続的地域復興に関する調査研究」、「能登半島地震の被災者支援と地域復興に関する調査研
究」、「山火事等、気候災害における被災者支援制度の国際比較に関する調査研究」の 4 つを実施する。また、学内公募
研究は A「災害時における福祉施設の情報共有体制の実態と制度設計に向けた基礎研究」（継続）、B「ラオス地域にお
ける防災教育普及モデルの基礎的検証―教育介入と事前・事後調査を通じて―」（新規）の 2 件が採択され、多様な視
点での災害研究が学内でも推進されることが期待される。

災害と復興の哲学研究会

テーマ　�災害と復興の哲学研究会
趣　旨─────────────────────────

関東大震災後に福田徳三が唱えた「人間の復興」をはじめ、
科学者や哲学者などの知識人は大規模災害の経験を反省的に捉
え返して、新たな思想とそれを表現する言葉を語り出してきた。
この研究会では、災害と復興の思想史を再検討して、復興の哲
学の構築を目指して議論することを目的とする。

2026年度は2026年度は
3研究会と6共同研究で活動3研究会と6共同研究で活動

災害復興の歩み（地域復興�
コーディネートの記録）研究会

テーマ　�地域復興コーディネートの実践知の記録と継承 
―震災レジェンドから現在の担い手へ―　

趣　旨─────────────────────────
事前復興および被災者支援の現場で現在活動している多様な

主体を、災害に強い地域をつくる「地域復興コーディネーター」
と位置づけ、キーパーソンへのディープ・インタビューと映像
記録を通じて、その実践知の可視化・蓄積を進める。2024
年度より実施してきた震災レジェンドの記録事業の成果を継承
し、オーラルヒストリーとして保存・公開することで、震災レ
ジェンドの記録事業の成果を基盤として継承し、世代を超えた
知見の接続と継承を図る。

指定研究1）
南海トラフ地震の被災者支援・復興に関する調査研究

研究代表者　羅　貞一（災害復興制度研究所准教授）
研 究 目 的────────────────────────

2025 年 3 月公表の新たな南海トラフ被害想定では、避難
者は前回の 950 万人から、全人口の 1 割に当たる 1230 万
人になり、深刻な被害の可能性を示唆しており、その対策は喫
緊の課題である。特に、甚大な津波被害が想定される地域では、
高台移転などの事前復興が重要となるが、その施策は必ずしも
順調に進んでいない現状がある。本研究は、南海トラフ地震の
想定被災地において高台移転施策が進まない要因を解明し、住
民主体の事前復興に関する実践的研究を進めることを目的とす
る。串本町、すさみ町、高知市等の先進的な取り組み（高台移
転、津波対策等）を検証し、現行制度の課題の特定と、これら
の分析を通じ、南海トラフ地震等に対する住宅再建、生活再建
の具体的政策提言を取りまとめる。さらに、人口集積した都市

①研究会�������������������������

②共同研究����������������������

二地域居住研究会

テーマ　�長期広域避難者の人権を保障するための二地域居住の
法的安定性を考える

趣　旨─────────────────────────
阪神・淡路大震災以降、災害のたびに長期広域避難者が多数

発生してきたが、支援は「帰還促進」に偏り、避難者は転居者
でも被災者でもない「漂流被災者」として苦難を強いられてき
た。この研究会では、阪神・淡路大震災で提唱された準市民の
考え方と、東日本大震災で主張された二重住民票の議論を合体
させ、新たに二拠点居住の法的安定性を保障するための政策制
度の構築を目的とする。
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指定研究2）
持続的地域復興に関する調査研究

研究代表者　羅　貞一（災害復興制度研究所准教授）
研 究 目 的────────────────────────
「大災害からの復興」は長い時間をかけての地域の持続的な

取り組みである。過去の巨大災害の経験を系統的な知恵・知識
として継承し、来るべき巨大災害に事前に備えていく政策研究
パースペクティブが求められている。本研究は、多様な視点で
地域復興の取り組みを行っている国内地域（長野県飯田市、鳥
取県智頭町、石川県珠洲市、徳島県東みよし町など）を対象に
研究者と実践者、行政の政策担当者などを交えて知識交換の場
を重ねて持続可能な地域復興の政策フレームと人的ネットワー
クの構築を目的にする。

指定研究4）
山火事等、気候災害における被災者支援制度の

国際比較に関する調査研究

研究代表者　羅　貞一（災害復興制度研究所准教授）
研 究 目 的────────────────────────

近年の気候変動により、山火事等の気候災害が世界的に増加・
激甚化している。日本でも 2025 年 3 月に東日本大震災の被
災地である岩手で大規模山火事が発生し、住民が二重被災に見

指定研究3）
能登半島地震の被災者支援と地域復興に関する調査研究

研究代表者　羅　貞一（災害復興制度研究所准教授）
研 究 目 的────────────────────────

2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震は、阪神淡路大
震災以降 4 番目の犠牲者数（2026 年 4 月時点で死亡 732 名、
うち震災関連死 504 名）を出した震度 7 の大規模地震災害で
ある。地震による家屋の倒壊が相次ぎ、交通網も寸断されるな
ど、奥能登地域を中心に北陸地方の各地で甚大な被害が発生し
た。しかし、現状では災害の復旧・復興があまり進んでいない
のが実情である。能登半島地方は超高齢社会と人口減少という
深刻な問題を抱えており、地方消滅の危機に直面している。こ
のような脆弱な地域構造の中で大規模地震が発生したため、被
災地では道路が寸断され、多くの集落が孤立する結果となった。
孤立集落が数多く発生した背景には、超高齢化と人口減少が進
む過疎地域が被災したという点が挙げられる。これにより、被
災者支援や地域復興はより一層困難な状況となっている。本研
究の目的は、能登半島地震における被災者支援と地域復興に関
する課題を明らかにし、実効性のある支援策と復興計画を検討
することである。

公募研究A）
災害時における福祉施設の情報共有体制の実態

と制度設計に向けた基礎研究

研究代表者　池埜　聡（人間福祉学部教授）
研 究 目 的────────────────────────

本研究は、2025 年度に実施した質的研究の成果を踏まえ、
⾼齢者⼊所施設における災害対応上の不安構造と判断の不確実
性を量的に把握することを⽬的とする。具体的には、以下の 3
点を主たる⽬的とする。1. 2025 年度の質的研究で抽出され
た不安要素をもとに、⾼齢者⼊所施設における災害対応上の不
安を測定する質問紙を作成する。2. ⼤分県内の⾼齢者⼊所施
設を対象に郵送調査を実施し、⾃助・共助・公助の各領域にお
ける不安の分布と施設特性との関連を明らかにする。3. 調査
結果をもとに、⾼齢者⼊所施設における災害時の情報共有体制、
⽀援連携、避難判断⽀援のあり⽅について制度的・実践的⽰唆
を導く。

公募研究B）
ラオス地域における防災教育普及モデルの基礎
的検証―教育介入と事前・事後調査を通じて―

研究代表者　栗田　匡相（経済学部教授）
研 究 目 的────────────────────────

ラオスは東南アジアの中でも地震多発地域として強く認識さ
れてきた国では必ずしもないが、近年の研究では、同国を含む
地域において、地図上で十分に把握されていない断層が一定規
模の地震を引き起こしている可能性が指摘されている。こうし
た状況のもとでは、災害リスクが日常生活の中で十分に可視化
されず、住民の備えや避難行動の形成が遅れやすい可能性があ
る。本研究の目的は、ラオスの一地域を対象として、学校また
は地域単位で実施可能な比較的簡潔な防災教育介入を試行し、
その前後で災害知識、災害リスク認識、避難や備えに関する行
動意図がどのように変化するかを基礎的に検証することであ
る。

舞われた。隣国韓国でも 2019 年以降毎年のように大規模山
火事が発生し、被災者支援制度の改善が行われている。しかし、
韓国では日本のような中長期的な人間復興や地域活性化に基
づく災害復興の概念や制度が未確立である。また、両国共通
の課題として、熱中症のように多数の被災者がいるにも関わ
らず、日本の現行制度では災害として十分に定義されていな
い「隠れた災害」への対応も問われる。本研究は、日本と韓
国における山火事等、気候災害からの復興への取り組みを比
較分析することを目的とする。現地視察を通じ、両国におけ
る行政、地域コミュニティ、住民の対応や認識の違いを明ら
かにする。これにより、中長期的な人間復興、個人の生活再建、
地域コミュニティの活性化に資する実効的な災害復興に向け
た効果的なアプローチや政策提言を導出する。関西学院大学
災害復興制度研究所、（韓国）朝鮮大学、亜洲大学社会科学研
究所等との共同主催による国際セミナー等を通じて知見を広
く発信する計画である。

部と人口減少・少子高齢化が進む山間部で異なる災害復興の実
態を踏まえ、それぞれの復興計画プロトタイプを考察する。ま
た、人間復興に資する今後の被災者支援・復興のあり方を示す。
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山	 井口先生は京都大学名誉教授であり、現在は鹿児島市桜
島火山防災研究所長として、火山学や火山防災の分野で世界的
に活躍されている研究者ですが、少年時代から火山に関心がお
ありだったのでしょうか。

井口	 私は岡山県津山市の山あいで育ち、田んぼや小川、山に
囲まれた環境で、子どもの頃は自然の中を走り回っていました。
田舎でしたから星空がとてもきれいで、夜になると空を見上げ
るのが楽しみだったことをよく覚えています。天体の動きや季
節による星の変化を眺めるうちに、地球の動きや自然現象その
ものへの関心が自然と育っていったように思います。当時は火
山を特別に意識していたわけではありませんが、今で言えば地
球物理や地球惑星科学のような「自然の動き」に強く惹かれて
いました。大学は京都大学理学部に進学し、湯川秀樹先生への
憧れもありましたが、実際に学ぶ中で、以前から関心のあった
地球物理の道へと進みました。後になって振り返ると、生まれ
育った中国地方も、地質的には古い火山活動の影響を受けた地
域であり、桜島の研究へとつながっていったのは、ごく自然な
流れだったように感じています。

山	 桜島の火山や火山防災に関わるようになったきっかけ
と、最初の頃のお仕事について教えてください。

井口	 きっかけは、恩師の加茂幸介先生から声をかけていただ
いたことです。当時「一度桜島を見に来い」と言われて現地を
訪れたのですが、その日は天気が良く、夕日に照らされた桜島
と鹿児島湾、そして市街地の風景が非常に印象に残りました。
その景色を目にして、ここで本格的に火山の研究をしてみたい
という思いが強くなりました。桜島火山観測所は、1955 年
に噴火が始まったことを受けて、噴火予知研究を目的に設立さ
れた施設です。私が赴任した当初は、火山についての知識はほ
とんどなく、まさにゼロからのスタートでした。観測所の役割
そのものである「観測」を一つ一つ学び、現場で経験を積むこ
とが最初の仕事でした。

山	 先生が独自に取り組まれてきた研究内容について教えて
ください。

井口	 研究の初期は、火山現象を記述するために火山性地震の
観測に取り組みました。およそ 10 年間、地震観測を続け、学
位論文も火山性地震をテーマにまとめています。ただ、研究を

進める中で、地震という振動現象だけでは、マグマの動きすべ
てを捉えきれないことに次第に気づきました。そこで、地盤変
動や火山ガスなど、複数の観測を組み合わせる必要性を強く意
識するようになりました。特に重視してきたのが、噴火前にマ
グマが入り込む際の、わずかな地面の膨らみを捉える高感度観
測です。噴火は決して突然起こるものではなく、その前には必
ず何らかの予兆があります。その予兆を捉えるための基礎デー
タを蓄積することが重要だと考え、観測を続けてきました。

山	 海外の火山研究についても教えてください。

井口	 海外では、特にインドネシアでの研究に長く関わってき
ました。活火山が多く、人々の暮らしと隣り合わせの地域で、
約 30 年にわたって共同研究を行い、観測網の整備や若手研究
者の育成にも力を入れてきました。また 2015 年にはアジア
火山コンソーシアムを立ち上げ、国際的な視点で人材育成を進
めてきました。

山	 研究成果を防災にどう生かしてこられたのでしょうか。

井口	 当初は噴火予知そのものが目的でしたが、次第に、その
研究をどう防災に役立てるかを強く意識するようになりまし
た。火山防災で重要なのは避難であり、警報をいつ出すか、ど
の範囲に影響が及ぶかを見極めることです。火山灰や軽石は広
範囲に影響を及ぼし、長期的に生活を脅かします。そのため、
ワークショップなどを通じて、住民が主体的に考え、判断でき
るよう意識づくりを進めてきました。

山	 最後に、本研究所へのアドバイスやご提案があればお願
いします。

井口	 ぜひ連携したいと思っています。避難は家を出て終わり
ではなく、元の暮らしに戻れる状態になるまでが避難です。そ
の「帰れる環境」を整えることこそが復興であり、災害復興制
度研究所の知見が生きる重要な分野だと思います。制度や社会
の視点が不可欠だと感じています。

山	 本日はありがとうございました。

所長対談

『復興のカタチ』
語り手：井口 正人氏　 聞き手：山 泰幸所長

（桜島火山防災研究所長）
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2026年1月12日（月・祝）、関西学院大学災害復興制度

研究所において、2026年日韓研究協力セミナー「災害復興・

地域レジリエンスと社会的包摂に向けた日韓共同研究」が開催

された。本セミナーは、関西学院大学災害復興制度研究所が主

催し、韓国の亜洲大学社会科学大学・社会科学研究所との共催

で実施されたものである。

近年、東アジア地域においては、気候変動に伴い複雑化・甚

大化する自然災害に加え、高齢化や人口減少、社会的な孤立な

ど様々な課題が顕在化しており、学際的な視点からの研究と国

際的な連携の重要性が高まっている。本セミナーは、これらの

課題に対し「災害復興」「地域レジリエンス」「社会的包摂」と

いう領域からアプローチし、日本と韓国の専門家や研究者が一

堂に会して新たな知見と解決策を探求する場となった。

セミナーは、羅貞一主任研究員の総合司会のもと開会され

た。まず、主催者挨拶として山泰幸所長（人間福祉学部学部長）

が登壇し、セミナー開催の意義を述べた。続いて、韓国側から

金瑞庸教授（亜洲大学社会科学大学学長・社会科学研究所所長）

が挨拶し、日韓両国の連帯と協力の重要性を強調するととも

に、本セミナーへの強い期待を表明した。

第1部では、山泰幸所長による基調講演「災害復興研究と人

間福祉の融合と展望」が行われた。講演では、震災からの復興

過程における「人間の復興」の理念の重要性が説かれ、被災者

の生活再建を中心とする人間福祉の観点から、今後の災害復興

研究のあり方や社会実装に向けた展望が示された。

第2部の主題発表では、日韓双方の研究者から多様なテーマ

で発表が行われた。最初の主題発表として、羅主任研究員が「日

本の地域社会問題解決モデルの事例：地域レジリエンスの向上

を目指して」と題して登壇した。超高齢社会や地方消滅の危機

に直面する日本において、頻発する自然災害が地域の脆弱性を

浮き彫りにしている現状が報告された。その解決策として、医

療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する「地域包括ケア

システム」や、被災者一人ひとりのニーズに寄り添う「災害ケ

ースマネジメント」の事例などが紹介され、住民、行政、専門

家の「参加と協働」を通じたコミュニティレジリエンスの向上

と、包摂的な地域共生社会の実現に向けた実践的なモデルが示

された。

続いて、金瑞庸教授が「韓国の災害復興と地域レジリエンス

事業事例」について発表を行った。2022年に発生した慶北・

江原地域の大規模山火事を事例に取り上げ、災害による地域社

会の長期的な沈滞と共同体解体の危機に対する具体的な対応策

が論じられた。単なる一時的な復旧にとどまらず、地域住民の

心理的・文化的な回復を支援し、中長期的な視点で地域の自生

力を高めるための「地域回復支援事業」の重要性と、多様なス

テークホルダーによるネットワーク構築の成果が報告された。

さらに、キム・ウンハ教授（亜洲大学社会科学大学）から「亜

洲大学の研究力強化戦略：BK21事業と国際協力モデル」と

題した発表が行われた。データサイエンスの力量と人文学的素

養を融合させたグローバル人材の育成戦略や、学際的な共同研

究を促進するためのプラットフォーム構築のビジョンが示され

た。また、海外の大学や研究機関との積極的なネットワーク構

築を通じて、持続可能な研究環境を整備し、社会問題解決に向

けた実践的な研究を推進していく方針が提示された。

主題発表の後は、「持続可能な日韓研究協力ネットワークの

構築」をテーマに総合討論が行われた。指定討論者として、李

善惠教授（人間福祉学部）と、具本埈研究員（人と防災未来セ

ンター）が登壇した。災害からの復興をいかにして持続可能な

社会の実現や社会的包摂につなげていくかについて議論が深め

られた。会場の参加者も交え、これまでの発表内容を踏まえた

日韓の災害対応協力の具体的な方策や、今後の研究課題につい

て活発な意見交換が行われた。

本セミナーは、災害復興と地域レジリエンスという学際的な

テーマについて、日韓の研究者が最新の研究成果と知見を共有

し、今後の共同研究の基盤を構築する上で極めて有意義な機会

となった。本研究所は、今回の議論を踏まえ、今後も韓国をは

じめとする海外の研究機関との連携や研究者交流を深め、災害

に強い持続可能な社会の構築に貢献していく所存である。

羅 貞 一
関西学院大学災害復興制度研究所 主任研究員・准教授

災害復興・地域レジリエンスと
社会的包摂に向けた日韓共同研究

日韓研究協力セミナー報告

日時：2026 年 1 月 12 日（月・祝）14：00 ～ 17：00
会場：関西学院大学大学院 2号館教室5
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関西学院大学災害復興制度研究所は、2026年3月20日

（金・祝）、神戸市中央区のANCHOR KOBEにおいて、神戸

市の後援のもと、公開シンポジウム「災害に強いまちづくり―

神戸から考えるこれからの災害の備えと復興―」を開催した。

本シンポジウムは、阪神・淡路大震災から能登半島地震に至る

激甚災害の経験と教訓を踏まえ、これからの備えと復興のあり

方を市民とともに考えることを目的に企画された。当日は学生

から高齢者まで幅広い層の市民が会場に集い、活発な議論が繰

り広げられた。

司会は山泰幸所長が務め、第1部では3名の登壇者による発

表と、関西学院大学生によるボランティア活動報告が行われた。

岡田憲夫顧問は「激甚災害からの地域復興―阪神・淡路大震

災から能登半島地震まで」と題し、コミュニティに着目した講

演を行った。阪神・淡路大震災の教訓がその後の災害に必ずし

も活かされていない現状を指摘しつつ、時代性・地域性の違い

により教訓をそのまま転用できないことも強調した。そのうえ

で「コミュニティの類似性と違いをどうおさえるかが非常に重

要だ」と述べ、地域が課題解決力を維持するためには「出会い

続ける場のデザイン」が不可欠であると訴えた。

羅貞一主任研究員は「『人間の復興』を目指して―市民・地

域とともに歩む災害復興制度研究所」をテーマに、研究所のこ

れまでの活動・成果と今後の展望を報告した。現場の声を反映

した研究活動の重要性を強調しつつ、「実感できる人間復興と

は、顔の見える人間復興なのではないか」と参加者に問いかけ、

制度や政策の議論だけでなく、一人ひとりの生活再建に寄り添

う研究の姿勢を改めて示した。

加古裕二郎副局長（神戸市危機管理局）は「災害に強いまち

づくり―過去の教訓とこれからの取り組み―」と題し、神戸市

が阪神・淡路大震災以降に積み重ねてきた防災施策を解説し

た。家庭内備蓄の充実や在宅避難の再考、神戸市リアルタイム

防災情報・災害掲示板の活用を市民に呼びかけるとともに、

「様々な災害に対応できる強靭なまちを目指した取り組みを続

ける」と述べた。

その後、関西学院大学の学生2名が、学生支援・ボランティ

ア活動支援室主催の能登半島地震現地ボランティア活動への参

加体験を報告した。福島出身で東日本大震災を経験した鈴木つ

ぐみさん（当時総合政策学部1年）は「現地に行くことが、自

分に何ができるのかを問い直す機会になった」と振り返り、日々

野敦紀さん（同）は被災地の現状から「災害の怖さ」を改めて

実感し、被災者に寄り添い続けることの重要性を語った。

災害に強いまちづくり
─神戸から考えるこれからの災害の備えと復興─

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告

第2部のパネルディスカッションでは、山所長、岡田顧問、

羅主任研究員、加古副局長の4名が登壇した。岡田顧問は「普

段から住民同士が話し合い、自分たちのルールで行動する習慣

のある地域は、災害発生時に見事な対応を見せた。コミュニケ

ーションし続けていく場が、参加する人々を育てていく」と「コ

ミュニカティブ・スペース」の意義を強調した。羅主任研究員

は日韓の災害対応の違いについて「どちらが良い・悪いという

問題ではない」としつつ、韓国が国主導で対応する傾向がある

のに対し、日本は平時から自治体が体制を整える点が特徴だと

説明し、長期的・持続的な対応という観点から「韓国側が日本

の体制に学ぶべき点は多い」と指摘した。加古副局長は「想定

以上のことが起こるかもしれないと普段から考え続けること」

の重要性を訴えた。最後に山所長が「超高齢社会において地域

が弱っているとき、何が必要か」と問いかけると、岡田顧問は

「誰が何をするか、主語をはっきりさせること」、加古副局長

は「行政・市民・外部が協働で取り組むこと」、羅主任研究員

は「住民の活動を支える協力的なガバナンスを構築すること」

がそれぞれ重要だと答えた。

本シンポジウムは、神戸の地で「これからの備えと復興」を

市民とともに考える貴重な機会となった。「記憶を継承し、顔

の見える人間復興を実現する」という本研究所の理念を改めて

確認するとともに、地域コミュニティの力を育て続けることの

重要性が、全登壇者に共通するメッセージとして浮かび上がっ

た。本研究所は、今回の議論を踏まえ、今後も市民・地域とと

もに歩みながら、災害に強い社会の構築に貢献していく。

羅 貞 一
関西学院大学災害復興制度研究所 主任研究員・准教授

日時：2026 年 3 月 20 日（金・祝）13：30 ～ 16：00
会場：ANCHOR KOBE
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現在、私は学校や地域で子どもたちの表現活動に携わる一方、阪
神・淡路大震災の語り部として活動しています。

私の活動の原点は、2010年に西宮市立平木小学校で図工教師
をしていた頃に制作した手作り紙芝居『じしんがおきた日』です。
阪神・淡路大震災の記憶を子どもたちに伝えるために制作した作品
であり、追悼行事での読み聞かせをきっかけに語り部としての歩み
が始まりました。

活動を続ける中で、刑務所に収監されている方から、震災で娘を
亡くした当時の思いを綴った手紙をいただいたことがあります。ま
た、「写真では見ることのできない記憶も、絵が優しく仲介してく
れることで、あの日を整理することができた」という声も寄せられ
ました。こうした出会いを通して、震災とは同じ瞬間に被災した出
来事でありながら、一人ひとりが異なる痛みや祈りを抱え、その後
の人生にも長く影響を及ぼすものであることを実感しています。そ
して私は、芸術には人が言葉にできなかった記憶や感情と向き合う
ための媒介となる力があると考えています。

2025年には、西宮市の協力のもと英語版を制作・発行しまし
た。本作品は、人と防災未来センター資料室に登録されているほか、
国内外の研究者や教育機関に共有され、震災継承や防災教育の実践
資料として活用されています。

被災地ネット

子どもたちとともに歩む�
復興のかたち

NPO 法人外浦の未来をつくる会・理事

村　上　ゆ　り

会いに行く美術教仕
4

／関西学院初等部 図画工作科非常勤講師／阪神・淡路大
震災語り部／いのちのバトンジャーナル主宰（西宮市防災危機管理課協働事業）

米　光　智　恵

被災地を観る、

被災地の痛みを感じる、

そして、

被災地から学ぶ、

被災地の人たちと楽しむ。

感観
楽

かんかんがくがく

学 記憶を未来へ手渡すために /米光智恵

子どもたちとともに歩む復興のかたち

/村上ゆり

さらに同年、映像作家の勝田智之氏とともに、西宮市防災危機管
理課協働による文化芸術チーム「いのちのバトンジャーナル」を立
ち上げました。映像・音楽・身体表現を通して、あの日の記憶を次
世代へ継承する活動を行っています。関西学院大学災害復興制度研
究所の羅貞一先生をはじめ、多くの先生方との出会いと学びに支え
られながら、震災の記憶を未来へ手渡す活動を続けています。

今後は学生や地域
事業者とともに、そ
れ ぞ れ が 持 つ1.17
の記憶や物語を作品
として紡ぎ、文化芸
術の力による心の復
興と記憶の継承に取
り組んでいきたいと
考えています。

町では小中学校の生徒数が5人となった。人口が激減した町は静ま
り返り、通学路には壊れた家や瓦礫が残り、水道の使えない学校生
活の中で、子ども達は無気力で「どうせ無理だ」という諦めの言葉
を口にしていた。何かできることはないかと、イベントやキャンプ
など様々な方の協力を得ながら子どもたちとの関わりを持つ中で、
次第に子ども達から「次はこれやりたい！」という未来を語る言葉
が戻ってきた。

しかしその後、9月の豪雨災害で再び環境は悪化し、一時は関わ
る側も気力を失いかけた。それでも停電と断水の中で実施したお泊
り会では、子どもたちが大いに笑い、はしゃぐ姿があり、継続的な
子どもの支援の必要性を強く再認識することになった。

2025年に入り、まちづくりを中心としたNPO法人、「外浦の
未来をつくる会」を立ち上げ、新たな仲間とともに活動を広げた。
同年8月にはNPO法人カタリバの助成金を受け、地域の子ども支
援を本格的に開始し、その一つとして地元小中学校のための放課後
クラブを立ち上げた。

公園も校庭も使えなくなったこの地域において、この放課後クラ
ブは利用率ほぼ100％の「第三の居場所」となっている。時には
20代の若者や地域のお年寄りも関わりながら、子どもたちの「や
りたい」を中心に活動を行っている。この居場所ができたことによ
り子どもたちから「今までよりもっと友達と遊ぶ時間ができて嬉し
い」「地域に仲のいい人が増えた」といった声も聞かれるようにな
り、生活の充実も感じているようだ。

子どもが元気でいることは、家庭や地域全体の活力にもつなが
る。過疎化が進む能登においては、「子どもがいるだけで元気が出
る」と子どもの存在そのものが地域の希望となっている。だからこ
そ復興においては、大人が子どもにとって安心して過ごせる居場所
を整え、子どもらしく生きられる環境を確保することが、地域全体
の満足度のある復興への近道なのではないだろうか。今後も子ども
が幸せを築ける地域を目指し、活動を続けていきたい。

大きな震災の復興は、5年、10年といった長期の計画で
語られることが多い。大人にとってはあっという間に過ぎる
年月でも、そこを生きる子どもたちにとってはどうだろうか。

その5年、10年の間に、子どもたちは成長の重要な時期
や人生の転換期を復興の只中で過ごす事になる。逆境的な環
境が人の成長にとって必ずしも悪いわけではない。しかし、
復興の過程においても、子どもが子どもらしく過ごせる環境
の有無は、その後の人生に大きな影響を与えるのではないだ
ろうか。

2024年の能登地震から4カ月後の新学期、珠洲市大谷

記憶を未来へ手渡すために
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まだまだ先は長く、最後の一人まで救援活動は続きます。神戸に起こった
出来事だけれど、学んだことはこの地球に生きるみんなのものになってい
く事を望みます。　� 阪神・淡路大震災ちびくろ救援ぐるうぷ�
� 「てんと村だより」1995年3月発行No6

「最後の一人まで」とは、被災地NGO恊働センターの村井雅清さんが長年、唱
えてきた災害ボランティアの信念だ。村井さんたちが震災後、立ち上げた民間救
援ネットワークの機関紙に発災わずか二カ月後、この言葉が登場する。
しかし、芹田健太郎・神戸大学名誉教授の著作をいくつか拝見し、原点に当た
ってみると、何やら不穏な空気が漂ってくる。大正13（1924）年 8月、講演
で「最後の一人の生存権」を唱えたのは東京帝国大学法学部教授で刑法学者でも
あった 牧野英一（1878-1970）である。一見、人権尊重の先進的思想に見えるが、
その底流にあったのは第1次世界大戦（1914-18）の後、急速に強まった「国
家総動員思想」だ。つまり、国家は国民の最低限の生存を保障するかわりに国民
は国家に忠誠を尽くなければならない。ゆえに国家は最後の一人まで国民を動員
できる、という交換原理である。まさに、「総力戦国家」の論理であった。
「国家のために国民を包摂する」という総力戦思想から、「国家体制や制度から
漏れ落ちた最後の一人まで見捨てない」という画期的な思想史的反転を成し遂げ
たのは村井さんら阪神・淡路大震災で立ち上がった市民ボランティアだ。
これは戦後日本思想の大転換とも関係している。戦前の日本では、「公共」は国
家を意味した。個人は国家目的の内部に位置づけられた。しかし戦後、とりわけ
1960年代以降、市民運動や地域福祉論の中で、「国家から自立した公共」「市民
による公共」「生活者の論理」が重視されるようになった。
阪神・淡路大震災は、その転換を決定づけた歴史的災害といえるだろう。行政
が万能ではないことが露呈し、市民ボランティアが巨大な役割を果たしたのであ
る。ここで「公共」は国家独占ではなくなった。その結果、「最後の一人まで」は、
「国家による動員」から 「国家に回収されない個人の尊厳」へと意味変換された。
これは思想史的には非常に大きい。ある意味で、同じ言葉が、「戦前国家主義」と「戦
後市民社会論」の双方に接続しているのである。
しかし、最近の日本は「国家」と「最後の一人」が最接近する危険をはらんでいる。

「最後の一人まで救う」という言葉が、「最後の一人まで管理する」へ転化する危
険がある。だからこそ、村井的思想の本質は、「最後の一人を国家目的に回収しない」
点にあるのだろう。
これは単なる福祉論ではない。戦前国家主義への深い反省の上に成立した、戦
後日本の市民社会思想の到達点の一つなのである。私たちは、次なる大災害で、
この言葉を死守しなければならない。� （山中　茂樹）

復興調書
復興しらべがき

◎�『阪神・淡路大震災 30年の証言―震災レジェ
ンドのいま―』をテーマとした取材

4 月 21 日（火）、関西学院大学災害復興制度研究所にて、
神戸新聞による取材が行われました。震災の経験や教訓が
次第に忘れられていく中でも、それらを継承し、共有してい
くことの重要性について意見交換が行われました。

開室時間　8 月   1 日㈯～ 9 月 10 日㈭　9:00 ～ 16:00（通常 8：50 〜 16：50）

※ただし、土 ･ 日 ･ 祝および大学所定の盛夏休暇期間（8月13日㈭～ 21日㈮）は閉室します。

夏期開室
状況

当研究所の学外研究員であり、復興学会副会長を務めておられた山崎栄一先生がご逝去
されました。先生のご功績に深く敬意を表するとともに、謹んで哀悼の意を表し、心より
ご冥福をお祈り申し上げます。

（1）申込書送付先
	 〒662－8501	 兵庫県西宮市上ケ原一番町1－155
		  関西学院大学災害復興制度研究所内
			   日本災害復興学会事務局
			   　　　TEL：0798－54－6996

（2）入　会　金	 3,000円

（3）学　会　費（年額）
	 1）正 会 員 	 7,000円 	 3）購読会員	 6,000円
	 2）学生会員	 3,000円 	 4）賛助会員	 一口：50,000円

日本災害復興学会　会員募集中 !!

入会をご希望される方は、日本災害復興学会の HP（https://www.f-gakkai.net/）
より「入会申込書」をダウンロードのうえ、下記の事務局まで郵送にてお申込ください。
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News & Topics

◎�兵庫県津波一斉避難訓練に関する意見交換（兵
庫県災害対策課）

6 月 2 日（火）、兵庫県危機管理部災害対策課の関係者と
今年 11 月 5 日（木）に実施予定の兵庫県津波一斉避難
訓練に関する相談および意見交換を行いました。

◎�日韓気候適応リビングラボ及び災害レジリエン
ス共同セミナー開催

4 月 21 日（火）、関西学院大学災害復興制度研究所と延
世大学気候適応リビングラボ研究事業団の共催により「日
韓気候適応リビングラボ及び災害レジリエンス共同セミ
ナー」が開催されました。

研究所公式
YouTube

『復興のカタチ』

研究所公式
Facebook


